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空気や水などの地域環境を守る

2

施策の概要

地域環境対策の推進施策(３層)

直接目標

市民生活を豊かにする環境づくり基本政策(１層)

地域環境を守る政策(２層)

主な事務事業

大気汚染防止対策事業

有害大気汚染物質対策事業

環境大気常時監視事業

自動車排出ガス対策事業

水質汚濁防止対策事業

土壌汚染対策事業

概要
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実施計画に位置付けた成果指標（１）

光化学スモッグ注意報の発令日数（環境局調べ）成果指標①

算 出 方 法 年間に発令された日数

指標の考え方
人が健康で快適に暮らすためには、良好な大気環境の保全が必要である。健康被害を引き
起こす光化学オキシダントが高濃度になった場合に発令される注意報の発令日数の推移を見
ることで、その取組の成果を測ることができる。

指標の目標値
第１期策定時

６日(H26)
第１期目標

２日以下(H29)
第２期目標

0日以下(R3)
第３期目標

0日以下(R7)

目標値の考え方
「環境基本計画」に掲げる基本施策のうち、大気環境の保全の指標中、当面の目標として高
濃度の発生を抑制し、注意報の発令をゼロにすることを掲げており、同様の目的とする。

概要
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実施計画に位置付けた成果指標（２）

算 出 方 法 環境基準達成局数（18局）／測定局数（18局）×100（％）

指標の考え方
人が健康で快適に暮らすためには、良好な大気環境の保全が必要である。代表的な大気汚
染物質である二酸化窒素の環境基準の達成状況を見ることで、その取組の成果を測ることが
できる。

指標の目標値
第１期策定時

94.4％(H26)
第１期目標

100％ (H29)
第２期目標

100％(R3)
第３期目標

100％(R7)

目標値の考え方
「環境基本計画」に掲げる基本施策のうち、大気環境の保全の指標として環境基準を達成す
ることを掲げており、同様の目的とする。

二酸化窒素の環境基準を達成した測定局の割合（環境局調べ）成果指標②

概要
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実施計画に位置付けた成果指標（３）

河川のBOD、COD環境目標値達成率（環境局調べ）成果指標③

算 出 方 法 環境目標値達成地点数（12地点）／測定地点数（12地点）×100（％）

指標の考え方
人が健康で快適に暮らすためには、良好な水環境の保全が必要である。代表的な水質の指
標であるBOD、CODの環境目標値の達成状況を見ることで、その取組の成果を測ることができ
る。

指標の目標値
第１期策定時

100％(H26)
第１期目標

100％(H29)
第２期目標

100％(R3)
第３期目標

100％(R7)

目標値の考え方
「水環境保全計画」の構成要素ごとの目標のうち、水質の指標として環境目標値を達成する
ことを掲げており、同様の目標とする。

概要
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地域環境対策について
背景

京浜工業地帯の中核として日本の高度経済成長をけん引した本市では、急速な環
境悪化を招き、大気汚染や水質汚濁などの甚大な公害が起こりました。

このような公害問題に対し、様々な取組を行い、きれいな空、水など市民が安心して
暮らせる生活環境を取り戻してきました。

多摩川を遡上するアユ

（ＮＰＯ法人 とどろき水辺）

産業公害の発生・激化【昭和初期から昭和40年代頃】

京浜工業地帯の形成時期から高度経済成長期に、
大気汚染・水質汚濁等の典型７公害が発生・激化
● 川崎市公害防止条例制定

都市生活型公害の顕在化【昭和50年代頃～】

都市への人口集中や自動車交通量の増加に伴い、
生活騒音・自動車排ガス等の都市生活型公害が顕在化
● 川崎市自動車公害防止計画の策定

人と環境が共生する都市【平成10年頃～】

ダイオキシン類など化学物質による環境汚染問題、
工場・事業場跡地の土壌汚染、地下水汚染の懸念
● 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例制定

安心して健康に暮らせるまち【平成23年～】

市民が安心して健康に暮らせるまちを目指す。
● 二酸化窒素、微小粒子状物質（PM2.5）など、
大気汚染防止対策の総合的取組の推進

● 水環境の保全に向けた取組の推進
● 環境汚染の未然防止に向けた化学物質の適正管理
の推進

昔の臨海部

現在の臨海部

昔の多摩川

現在の多摩川

多摩川の泡

（東京都環境局）
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地域環境対策について
背景

＜環境基準とは＞

環境基準は、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音について、健康や生活環
境を保全するために必要な環境上の条件として、維持されることが望ましい基準です。

環境基本法等に基づいて個別の物質等について定められており、行政上の政策目標
として、事業活動等に関する各種の規制措置や設備等の施策を講じる際の根拠となっ
ています。

本市の大気や水質などは、これまでの法や条例に基づく規制を中心とした取組によ
り大きく改善しています。しかし、一部で環境基準を達成していない状況もあることか
ら、環境基準の継続的な達成や更なる地域環境の改善に向けた取組を進める必要
があります。

そのため、環境基準等の達成維持及び更なる改善に向けた工場・事業場への監視・
指導と、事業者の自主的な取組の促進を図るとともに、多様な主体との広域連携等
による空気や水などの地域環境対策の推進を図っています。
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計画期間中の取組（二酸化窒素の削減）
取組

二酸化窒素は燃焼に伴い発生するもので、主

に工場・事業場からのばい煙や自動車の排出

ガスに含まれています。

工場・事業場に対しては、大気汚染防止法によ

る排出濃度規制や立入検査による監視、市条

例による本市独自の総量規制（排出量を規制）

を実施するとともに排出削減に向けた指導を実

施しました。

自動車排出ガスの二酸化窒素排出量の低減

に向け、市独自のエコ運搬制度を運用すること

などにより事業者の低公害車の普及促進やエ

コドライブの推進を図りました。

また、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県条例

に基づきディーゼル車の運行規制を実施しまし

た。

●エコ運搬制度の運用

●工場・事業場の窒素酸化物排出量の推移

●川崎市内の自動車の窒素酸化物排出量の推移
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光化学スモッグ注意報は、大気中の光化学オキ

シダント濃度が0.12ppm/h以上となり、気象条件か

らみて、その状態が継続すると認められるときに

発令されます。

光化学オキシダントはVOCやNOｘが太陽の紫外

線により複雑な化学反応を起こすことで発生する

ため、その生成メカニズムが十分解明されておら

ず、また、気象要因による影響を大きく受けます。

光化学オキシダントは化学反応を繰り返しながら

拡散するため、他地域からの移流による影響も大

きく、光化学スモッグ注意報は、首都圏全域にお

いて、毎年発令されております。そのため、計画

期間中の取組で説明したような市の取組を進める

だけでは、解決の難しい広域的な課題となってい

ます。

こうした状況から、実施計画に掲げた目標達成に

は至りませんでした。
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光化学スモッグ注意報の発令日数
成果

成果指標①の成果分析（１）

●光化学オキシダント発生機構

●近隣自治体の発令状況 （過去3か年）
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原因物質であるVOCやNOｘの排出量は、工場・事業場に対する法・条例による規制及び立入

検査による監視・指導や自動車排出ガスの原因物質の排出量削減に向けてエコ運搬制度の

運用及び低公害車の普及促進等の取組を推進したことで削減傾向にあります。

南関東地域では、光化学オキシダントの原因物質の中で、VOCを削減することが、光化学オ

キシダントの発生抑制に効果的であることが環境省から報告されています。

光化学オキシダント濃度の低下を図るため、今後も原因物質であるVOCの削減に向けた取組

を継続して実施していきます。

光化学スモッグ注意報は、首都圏における広域的な課題であるため、九都県市で連携してリ

ーフレットを活用したVOC削減を周知するとともに、首都圏自治体が連携して生成メカニズム等

の調査研究に取り組んでいきます。
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光化学スモッグ注意報の発令日数
成果

成果指標①の成果分析（２）

●工場・事業場の窒素酸化物排出量の推移●工場・事業場のVOC排出量の推移
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水質の推移
背景

本市における水質汚濁は、昭和30、40年代の経済の飛躍的発展に伴う工業化や都市化の進

展に伴い顕在化してきました。

工場・事業場に対する法・条例による規制や家庭からの排水対策として下水道が整備されてき

たことなどにより、水環境は近年大きく改善しています。（H30下水道普及率：99.5％）

水環境については、河川26地点、海域12地点で水質汚濁物質等を測定しており、そのうち、河

川12地点を主要地点として、毎月測定を行っています。

河川の水質汚濁についての代表的な指標であるＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）及びＣＯＤ（化

学的酸素要求量）濃度は、長期的には大幅に改善しています。

●ＣＯＤ（75％値）の経年推移●ＢＯＤ（75％値）の経年推移
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水質に関する成果指標
背景

ＢＯＤは、水中の有機物が微生物によって酸化分解される際に消費される酸素の量で、河川の

環境基準に設定されている有機汚濁を測る代表的な指標となっています。

ＣＯＤは、水中の有機物を酸化剤で酸化した際に消費される酸素の量で、水中の有機汚濁を測

る指標であり、ＢＯＤに比べ比較的容易に測定できます。

平成２４年に策定した川崎市水環境保全計画では、河川の水質汚濁についての代表的な指標で

あるＢＯＤと、環境基準を補完する市独自の指標であるＣＯＤを環境目標値として設定しました。

総合計画では、川崎市水環境保全計画で設定した河川のＢＯＤ、ＣＯＤの環境目標値の達成を

目標としています。

ＢＯＤとＣＯＤは有機物による水質汚濁の指標ですが、国では河川水質の環境基準にはＢＯＤを

指標として設定しています。

平成２８年度に市内のほぼ全ての河川にＢＯＤの環境基準が適用されました。
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計画期間中の取組（水質）
取組

パンフレットによる啓発
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水質汚濁物質は、工場・事業場の排水、家庭からの排水など特定の発生源から排出される

ほか、植物由来の有機物など発生源を特定することが困難な物質もあります。

工場・事業場の排水について、法・条例に基づく監視・指導を実施しており、大規模な工場・

事業場（下水処理場を含む法対象事業所の約95％を捕捉）から排出されるＣＯＤ負荷量（ＣＯ

Ｄ濃度と汚水量を乗じて算出）の総量は減少傾向です。

下水道が整備されたことにより、家庭からの排水はほとんど下水処理場で処理されています

（H30下水道普及率：約99.5％）。

水質や水生生物の調査結果を取りまとめたパンフレットの作成や市民が水に親しむイベント

を開催することにより、市民に水環境の大切さへの理解を促すよう普及啓発を行いました。

大規模事業所のＣＯＤ負荷量の推移 市内河川ＢＯＤ濃度と下水道普及率
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ＢＯＤは、平成２２年度以降、全１２地点で環境目標を達成しています。

ＣＯＤは、平成２０年度以降、全１２地点環境目標を達成していましたが、平成２９、３０年度に

２地点、令和元年度に３地点で目標値を超過しました。
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成果指標③の達成状況（目標未達成）

河川のＢＯＤ、ＣＯＤ環境目標値達成率

成果

●川崎市の河川のＢＯＤ及びＣＯＤ環境目標達成状況の推移

注）網掛け部分は目標値超過

Ｈ３０ Ｒ １

目 標 １００％ １００％

実 績 ９１．７％ ８７．５％

達成率 ９１．７％ ８７．５％

区分 （mg/L） H26 H27 H28 H29 H30 R1 区分 （mg/L） H26 H27 H28 H29 H30 R1

五反田川 追分橋 AA目標 3 1.3 1.6 1.4 1.7 1.1 1.4 AA目標 5 2.2 2.6 2.5 3.0 3.0 3.3

二ヶ領本川 堰前橋 AA目標 3 1.5 1.5 1.5 1.5 1.1 1.6 AA目標 5 4.3 3.6 4.1 4.7 4.5 4.5

二ヶ領用水円筒分水下流 今井仲橋 AA目標 3 1.7 2.1 1.7 2.4 2.3 2.4 AA目標 5 4.1 4.3 4.9 5.1 5.6 6.1

二ヶ領用水宿河原線 出会い橋 AA目標 3 1.5 1.5 1.4 1.7 1.1 1.5 AA目標 5 4.4 4.8 5.0 5.4 4.5 5.2

平瀬川 平瀬橋(人道橋) AA目標 3 1.5 1.5 1.5 1.5 1.1 1.6 AA目標 5 3.9 3.6 4.1 4.3 4.0 4.6

三沢川 一の橋 A目標 5 2.1 1.7 1.2 1.2 1.1 1.3 A目標 5 4.2 3.8 3.8 3.4 3.6 4.1

麻生川 耕地橋 B目標 8 3.1 3.1 2.9 4.7 2.9 4.0 B目標 8 7.3 7.5 7.5 7.8 8.1 8.4

片平川 片平橋下 B目標 8 1.2 0.9 0.8 1.1 1.0 1.5 B目標 8 2.7 3.0 2.6 3.2 3.0 3.7

真福寺川 水車橋前 B目標 8 1.3 1.1 1.6 1.2 0.9 1.4 B目標 8 3.8 3.7 4.2 4.2 4.5 5.0

矢上川 矢上川橋 C目標 5 2.2 2.0 3.7 1.6 1.8 2.1 C目標 10 6.6 6.6 6.9 7.0 6.7 6.5

有馬川 五月橋 C目標 5 2.5 1.7 1.4 2.0 1.4 1.8 C目標 10 3.4 3.4 3.0 4.0 3.7 4.6

渋川 渋川橋 C目標 5 1.2 1.4 1.1 1.4 1.3 1.4 C目標 10 4.4 3.7 4.2 4.7 5.2 5.3

水系 河川名 地点名
環境目標 環境目標

多
摩
川
水
系

鶴
見
川
水
系

年度別ＣＯＤ75%値（mg/L）年度別ＢＯＤ75%値（mg/L）



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策３-２-１ 地域環境対策の推進

ＢＯＤの経年推移では、平成元年と比較して大幅に減少しています。近年では環境目標値を下

回る水準で推移しており、横ばい又はゆるやかな減少傾向を示しています。

ＣＯＤの経年推移では、ＢＯＤと同様に平成元年と比較して大幅に減少しています。近年では、

概ね横ばいですが、地点により微増しています。

ＢＯＤとＣＯＤは、平成元年から平成２０年頃までは共に大幅に減少していましたが、平成２０年

以降、ＢＯＤは横ばい又は減少傾向を示していますが、ＣＯＤは地点により、微増しており目標

値を超過した地点があったため、１００％目標達成に至りませんでした。
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成果指標③の成果分析（１）

河川のＢＯＤ、ＣＯＤ環境目標値達成率

成果

●ＣＯＤ（75％値）の経年推移●ＢＯＤ（75％値）の経年推移
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二ヶ領用水今井仲橋 三沢川一の橋

平瀬川平瀬橋 麻生川耕地橋
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二ヶ領本川堰前橋 二ヶ領用水出会い橋
二ヶ領用水今井仲橋 三沢川一の橋
平瀬川平瀬橋 麻生川耕地橋

耕地橋
目標値

耕地橋
以外の
目標値

ＣＯＤ濃度は長期的に大幅に減
少し、近年は横ばい又は微増

ＢＯＤ濃度は長期的に
大幅に減少し、近年は
横ばい又は減少傾向



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策３-２-１ 地域環境対策の推進

大規模な工場・事業場（下水処理場を含む）から排出されるＣＯＤ負荷量（ＣＯＤ濃度と汚水量を

乗じて算出）の総量は減少傾向で、発生源対策は着実に進んでおり、今後も継続していきます。

更なる水環境の改善を図るため、生活排水対策の推進に向けて市民の環境配慮意識を醸成す

る取組などを推進していきます。

事業場からのＣＯＤ負荷量と河川のＢＯＤ濃度が減少しているにもかかわらず、ＢＯＤとＣＯＤ濃

度のかい離が市内河川全般で見られていることから、事業場などの特定の発生源以外の要因

が考えられます。他都市においても同様の傾向が見られていますが、河川水質の指標には環

境基準であるＢＯＤを設定し、ＣＯＤを指標としていないことから、国内でＢＯＤとＣＯＤのかい離

の要因の特定に係る研究は進んでいませんが、今後検証していきます。
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河川のＢＯＤ、ＣＯＤ環境目標値達成率

成果

成果指標③の成果分析（２）
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概要 背景 取組 成果 まとめ

施策３-２-１ 地域環境対策の推進

人の健康の保護に関する環境基準（健康項目）は、重金属（カドミウム、水銀等）など２７項目

（海域はふっ素、ほう素を除く２５項目）が定められており、健康被害を生じるおそれのある物

質であるため、生活環境項目とは異なり、全国の公共用水域で一律の基準値が適用されま

す。

健康項目は、昭和４６年に測定を開始し、昭和５７年以降全ての地点で環境基準を達成して

おり、近年ではほとんどの項目で基準値を大幅に下回る濃度にまで低下しています。
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その他成果（数値で把握できる補足指標）

水質の健康項目の環境基準達成率

成果

1カドミウム 10四塩化炭素 19チラウム
2シアン 11 1,2-ジクロロエタン 20シマジン
3鉛 12 1,1-ジクロロエチレン 21チオベンカルブ
4六価クロム 13 1,2-ジクロロエチレン 22ベンゼン
5砒素 14 1,1,1-トリクロロエタン 23セレン
6総水銀 15 1,1,2-トリクロロエタン 24硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
7アルキル水銀 16 トリクロロエチレン 25ふっ素
8ポリ塩化ビフェニル 17テトラクロロエチレン 26ほう素
9ジクロロメタン 18 1,3-ジクロロプロペン 27 1,4-ジオキサン

1 １９７１年（昭和４６年）カドミウム等の８項目の環
境基準が告示された。

2 １９９３年（平成５年）ジクロロメタン等の１５項目
が追加

3 １９９９年（平成１１年）硝酸性窒素及び亜硝酸性
窒素、ふっ素、ほう素の３項目が追加

4 ２００９年（平成２１年） 1,4-ジオキサンが追加

●健康項目２７項目●健康項目設定の経過



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策３-２-１ 地域環境対策の推進

自動車排出ガスの軽減に向けて、東京モーターショーへの九都県市でのブース出展等により、

エコドライブや低公害車の普及啓発を行いました。

「夏休み水体験教室」など、市民が川とふれあうイベントを開催しており、たくさんの市民の方に

参加をいただき、環境配慮意識の醸成を図りました。

油浮遊、着色水等の水質事故に適切に対応することにより、良好な生活環境の維持を図りま

した。

25

その他成果（定性的な成果）

普及啓発イベントについて

成果

河口干潟での生物調査

湧水地の環境体験

水質事故への対応状況東京ﾓｰﾀｰｼｮｰへのﾌﾞｰｽ出展



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策３-２-１ 地域環境対策の推進

① 配下の事務事業の取組については、概ね掲げた目標どおりに進捗してお

り、大気では二酸化窒素やPM2.5の環境基準を継続して全測定局で達成し
、水質では健康項目の環境基準を全項目について達成しています。

② 一方で、光化学スモッグ注意報は平成30年度に6日、令和元年度に5日発
令され、また、河川のＢＯＤ、ＣＯＤ環境目標値達成率は100％を下回るな
ど、成果指標の目標を達成できませんでした。
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施策の達成状況

Ｃ 進捗は遅れている
（１期策定時を下回るものが多くあった）

施策の達成状況

理 由

まとめ

【施策の進捗状況区分】
Ａ 順調に推移している（目標を達成した）、Ｂ 一定の進捗がある（目標未達成のものがあるが一定の進捗があった）
Ｃ 進捗は遅れている（１期策定時を下回るものが多くあった）、Ｄ 進捗は大幅に遅れている（１期策定時を大幅に下回った）



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策３-２-１ 地域環境対策の推進

光化学スモッグ注意報の発令日数等の成果指標については、今回達成す

ることができませんでしたが、目標達成のためには、長期的かつ広域的な取

組が必要であり、また、これまでの本施策の取組により、第１期実施計画策定

時は達成していなかったPM2.5をはじめとして、光化学オキシダントを除く全

項目で環境基準の全局達成を維持し、水質も概ね環境基準を達成するなど、

大気や水などの環境の保全は着実に進んでいることから、現在の施策の方

向性を継続しながら、次のとおり取組を推進します。

27

施策の今後の方向性

Ⅱ 概ね効果的な構成である（一部見直し等の余地がある）今後の方向性

理 由

まとめ

【今後の方向性区分】
Ⅰ効果的な事業構成である（現状のまま継続する）、Ⅱ概ね効果的な構成である（一部見直し等の余地がある）
Ⅲあまり効果的な事業構成でない（見直し等の余地が大きい）、Ⅳ事業構成に問題がある（抜本的な見直し等が必要である）



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策３-２-１ 地域環境対策の推進

① 大気汚染防止については、大気環境の保全が図られているものの、光化学スモッグ

注意報は毎年発令されていることから、原因物質の削減に向けた調査研究や啓発機

会の拡充、九都県市での連携による広域的な取組など、揮発性有機化合物対策の

取組を一層推進していきます。また、光化学オキシダントの発生メカニズム解明に向

けた調査研究を進めるとともに、この施策の効果をより適切に把握できるよう、国が新

たに示した光化学オキシダントの指標の活用等についても検討していきます。

② 水質汚濁防止については、更なる水環境の改善に向けて、市民の環境配慮意識を醸

成する取組や広域連携によるCOD増加要因の検証などの取組を推進していきます。

③ 今後、大気・水環境分野における新たな計画※策定の検討を進め、地域環境対策を

総合的に推進するよう取り組んでいきます。

※ これまでの法条例に基づく規制による取組に加え、自主的取組の促進や多様な主体による協働

・連携などにより、大気や水などの環境保全に係る取組を総合的に推進し、更なる環境向上と良好

な環境に関する市民実感等の向上をめざす計画。
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施策の今後の方向性

【今後の方向性区分】 Ⅰ効果的な事業構成である（現状のまま継続する）、Ⅱ概ね効果的な構成である（一部見直し等の余地がある）
Ⅲあまり効果的な事業構成でない（見直し等の余地が大きい）、Ⅳ事業構成に問題がある（抜本的な見直し等が必要である）

理 由 続き

まとめ



概要 背景 取組 成果 まとめ

施策３-２-１ 地域環境対策の推進

イベント、セミナーや会議の開催方法の検討

・九都県市の会議等は書面会議やソーシャルディスタンスを意識した会議開催を実施

・各種イベントやセミナー等については、開催方法等も含めて検討

普及啓発の取組方法の検討

・リーフレット等による光化学スモッグ対策、低公害車やエコドライブ、水環境保全等の
普及啓発については、ＨＰ等を積極的に利用した情報発信を推進

監視業務の実施方法の検討

・工場・事業場への立入検査等の監視指導については、感染防止に十分注意しながら
実施しつつ、引き続き発生源自動監視システムを活用
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新型コロナウイルス感染症を踏まえ、今後に向けて
まとめ

大気や水などの環境保全に係る取組については、新型コロナウイルス感染症の感染防止
の観点等から、以下のとおり対応を進めていきます。




